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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成14年 
４月１日 

至平成14年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成14年 
４月１日 

至平成15年 
３月31日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

売上高（百万円） 18,636 16,844 22,074 36,384 35,897 

経常利益（百万円） 1,229 983 1,551 2,167 2,228 

中間（当期）純利益（百万
円） 

669 515 882 1,072 1,002 

純資産額（百万円） 19,873 19,332 20,016 19,439 19,410 

総資産額（百万円） 26,335 26,080 31,949 26,579 27,148 

１株当たり純資産額（円） 925.53 951.02 991.14 936.04 960.15 

１株当たり中間（当期）純利
益（円） 

31.16 25.09 43.70 49.48 48.20 

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ 25.08 42.30 － 48.04 

自己資本比率（％） 75.5 74.1 62.7 73.1 71.5 

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

1,875 1,209 218 3,233 3,124 

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△ 1,394 △ 1,216 △ 1,581 △ 2,487 △ 2,147 

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△  396 △  951 2,721 △  226 △  490 

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（百万円） 

2,254 1,729 4,503 2,689 3,141 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)(人) 

814 
766 

( 86)
829 

( 94)
780 

( 82) 
771 

( 89)

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第40期中間連結会計期間は、平均臨時雇用者数が従業員数の100分の10未満であったため記載しており

ません。 

３．第40期中間連結会計期間及び第40期連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため、記載しておりません。 
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成14年 
４月１日 

至平成14年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成14年 
４月１日 

至平成15年 
３月31日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

売上高（百万円） 17,816 15,985 20,308 34,647 34,125 

経常利益（百万円） 1,176 935 1,375 2,027 2,118 

中間（当期）純利益（百万
円） 

653 498 745 1,020 961 

資本金（百万円） 2,737 2,737 2,737 2,737 2,737 

発行済株式総数（株） 21,590,240 21,590,240 21,590,240 21,590,240 21,590,240 

純資産額（百万円） 19,845 19,251 19,803 19,375 19,337 

総資産額（百万円） 24,832 24,736 30,011 25,104 26,243 

１株当たり中間（年間）配当
額（円） 

13.00 13.00 13.00 26.00 26.00 

自己資本比率（％） 79.9 77.8 66.0 77.2 73.7 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)(人) 

762 
716 

( 80)
713 

( 83)
730 

( 75) 
723 

( 83)

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第40期中間会計期間は、平均臨時雇用者数が従業員数の100分の10未満であったため記載しておりませ

ん。 
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２【事業の内容】 

 当社グループは、アサヒプリテック株式会社（当社）及び子会社８社により構成されており、貴金属リサイク

ルと環境保全を主たる事業としております。 

 当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおり

であります。 

 

(1）貴金属リサイクル事業 

 主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 

 

(2）環境保全事業 

平成16年４月に、日本ケミテック株式会社の株式を取得し子会社といたしました。同社と既存のグループ各

社との連携で、関東圏における事業拡充を図っております。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに当社の関係会社となりました。 

（連結子会社） 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容

議決権の所
有割合(％)

関係内容 

日本ケミテック㈱ 埼玉県川口市 450 環境保全事業 99.0 
当社が回収した廃棄物の中間
処理を行っている。 
役員の兼任２名、出向者３名

総武環境整備㈱※ 埼玉県川口市 32 環境保全事業 
99.0 

（99.0）
役員の兼任１名 

大松運輸㈱※ 埼玉県川口市 20 環境保全事業 
99.0 

（99.0）
役員の兼任１名 

 ※ 総武環境整備㈱及び大松運輸㈱は、日本ケミテック㈱の完全子会社であり、議決権の所有割合の（ ）内は、

間接所有割合で内数であります。 
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４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況  平成16年９月30日現在

会社名称 事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

アサヒプリテック㈱ 貴金属リサイクル事業及び環境保全事業 
713（注）２ 

( 83) 

㈱三商 環境保全事業 
36 

( 1) 

㈱大門 環境保全事業 
6 

( 3) 

㈱エコマテリアル 環境保全事業 
3 

( －) 

日本ケミテック㈱ 環境保全事業 
45（注）３ 

( 2) 

大松運輸㈱ 環境保全事業 
20 

( 3) 

総武環境整備㈱ 環境保全事業 
－ 

( －) 

ASAHI G&S SDN.BHD. 貴金属リサイクル事業 
3 

( 2) 

上海朝日浦力環境科技有限公司 貴金属リサイクル事業 
3 

( －) 

合計  
829 

( 94) 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。なお、臨時従業員には、パートタイマー及び一部の嘱託契約の従業員を含み、派遣社員

は除いております。 

２．当社の各部署におきましては、貴金属リサイクル事業、環境保全事業の両セグメントの業務を行ってお

り、セグメント別区分が困難でありますので、事業のセグメント別従業員数は記載しておりません。 

３．総武環境整備㈱への出向者が１名含まれております。 

 

(2）提出会社の状況 平成16年９月30日現在

従業員数（人） 
713 

( 83) 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨

時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員には、

パートタイマー及び一部の嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。 

 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における日本経済は、原油価格の高騰などから景気減速が懸念されましたが、海外景気

の拡大を背景に輸出は好調を維持し、緩やかながら景気回復基調を持続しました。また、円相場が比較的安定

的に推移する中、中国における素材原料の需要が増加し、貴金属・希少金属相場は概ね上昇しました。 

 このような経済状況のもとで、当社グループ（当社及び連結子会社）は、新規顧客の開拓によってマーケッ

トシェアをさらに拡大するとともに、個々の取引における採算性をさらに重視し、安定的な高収益体質を実現

しました。また、愛媛工場において貴金属回収を行う設備工事を継続しつつ、海外子会社の上海朝日浦力環境

科技有限公司において貴金属リサイクル工場が稼動を開始しました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は22,074百万円（前年同期比31.0％増）、営業利益は1,602百万円

（前年同期比64.6％増）、経常利益は1,551百万円（前年同期比57.9％増）、中間純利益は882百万円（前年同

期比71.3％増）となりました。 

 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①貴金属リサイクル事業 

 貴金属リサイクル事業領域のうち、歯科材料分野では、リサイクル原材料の供給は安定した推移を示し、

貴金属原材料回収量は前年同期を上回りました。電子材料分野では、ＩＴ業界の好況を反映して、貴金属原

材料回収量は前年同期を上回りました。また、宝飾業界は引き続き厳しい経営環境にありますが、宝飾加

工・製造分野においても、貴金属原材料回収量は前年同期を上回りました。なお、貴金属平均販売単価に関

しては、金・銀・パラジウム・プラチナがそれぞれ前年同期の水準を上回りました。 

 この結果、売上高は17,645百万円（前年同期比35.0％増）、営業利益は1,241百万円（前年同期比45.5％

増）となりました。 

 

②環境保全事業 

 環境保全事業領域のうち、写真感光材料分野では、デジタルカメラの影響を受け、写真感材廃液の排出量

及びそこに含まれる銀の回収量が減少したため、これらの回収・処理量は前年同期を下回りましたが、工場

や試験研究機関等から排出される廃油や廃液の取扱量は前年同期を上回りました。また、連結子会社である

株式会社三商、株式会社大門、株式会社エコマテリアルの業績は堅調に推移し、平成16年４月に連結子会社

となった日本ケミテック株式会社においても、業績は堅調に推移しました。 

 この結果、売上高は4,428百万円（前年同期比17.3％増）、営業利益は1,130百万円（前年同期比21.7%

増）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

1,361百万円増加し、当中間連結会計期間末には4,503百万円となりました。当中間連結会計期間における各

キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は218百万円（前年同期比82.0％減）となりまし

た。 

 これは主に、税金等調整前中間純利益1,455百万円（前年同期比57.4％増）、減価償却費715百万円（前年同

期比13.9％増）、たな卸資産の増加及び法人税等の支払によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は1,581百万円（前年同期比30.0％増）となりま

したしました。 

 これは主に、四国事業所、名古屋営業所等における有形固定資産取得953百万円（前年同期比17.2％減）に

よるものであります。 



 

－  － 

 

(6) ／ 2006/02/10 14:35 (2006/02/10 14:35) ／ 391108_03_030_2k_04193807／第２事業／os2アサヒプリテック／半期.doc 

6

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は2,721百万円（前年同期は951百万円の使用）と

なりました。 

 これは主に、新株予約権付社債の発行3,492百万円（前年同期比－％増）によるものであります。なお、新

株予約権付社債で調達した資金は、設備投資及びＭ＆Ａに充当する予定であります。 

 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

貴金属リサイクル事業 15,380 142.6 

環境保全事業 4,582 118.3 

合計 19,962 136.2 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(2）受注状況 

 当社グループは回収量に応じて生産を行っているため、該当事項はありません。 

 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

貴金属リサイクル事業 17,645 135.0 

環境保全事業 4,428 117.3 

合計 22,074 131.0 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主要な相手先別の販売実績及び割合は、次のとおりであ

ります。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
相手先 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

三井物産㈱ 3,225 19.1 2,314 10.5 

住商マテリアル㈱ 1,831 10.9 2,139 9.7 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

 

５【研究開発活動】 

(1）研究開発活動の方針 

 当社グループは蓄積された高度な要素技術及び分析技術を基盤として、貴金属リサイクル及び環境保全に関

する研究開発を積極的に推進しております。 

 開発テーマは広範囲にわたり、貴金属・希少金属リサイクルに必要な溶融、分離、抽出、精製、電気分解、

成形、加工の各技術開発、研究開発に不可欠な各種分析技術、さらには産業廃棄物の処理・無害化技術、環境

ビジネスに関する研究開発を展開しております。時代を象徴する携帯電話やコンピュータ等を構成する電子材

料や次世代のエネルギー源である燃料電池等には、大量の貴金属、希少金属資源が使用されております。これ

らの資源の枯渇は21世紀の産業において大きな障害になることが予想され、リサイクルは社会の継続的発展に

不可欠なものとなっております。また、衛生と安全に貢献するための事業として、貴金属リサイクルで培われ

た技術を応用した電解水製造装置の開発にも注力しております。 

 

具体的には、 

(1）貴金属、希少金属の回収、再生 

(2）貴金属合金の成形、加工 

(3）有害物質の拡散防止及び無害化 

(4）先端材料のリサイクル 

(5）多品種対応型処理プロセス 

(6）工場の技術開発及び電気分解技術の応用 

(7）電解水を用いた人間の環境、健康に関する研究開発 

などが挙げられます。 

 

(2）研究開発活動の体制 

 当社グループの研究開発活動は当社の技術統括本部が担っており、新製品・新技術の開発と分析技術をテク

ノセンター内の研究開発部が担当し、関連するプロセス・設備の開発は神戸工場内の生産技術部が行っており

ます。また、設備の改善・改良と保守も生産技術部が担当しております。一方、従来技術の改善・改良による

コストの低減・品質の向上については工場との窓口である製造部が研究開発部、生産技術部と連携して推進し

ております。新規事業に関しましては効率的な推進のため、必要に応じて事業本部を含めたプロジェクトチー

ムを編成して取り組む体制を取っております。 

 研究開発部はテクノセンター内に組織され、次のようなグループで構成されております。 

 

 

研究開発部 環境保全技術開発 

貴金属・希少金属リサイクル技術 

技術調査企画 

新製品新技術開発 

貴金属合金開発 

分析技術開発 

特許管理 

 

 



 

－  － 
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(3）研究開発活動の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費 

 当中間連結会計期間における研究開発費は工場の技術開発費を含めて193百万円であります。なお、研究開

発費については、基礎研究分野にかかわる費用を種類別セグメントに関連づけることが困難であるため、その

総額を記載しております。研究開発活動の目的、主要課題、研究成果は次のとおりであります。 

 

＜貴金属リサイクル事業＞ 

(1）新規精製プロセスの開発 

  プロジェクトチームを組織し、従来の工程を大幅に合理化した貴金属精製プロセスの開発に取り組んでお

ります。コストの削減、省力化、環境改善に大きく寄与するものであり、プロセスの全容が固まりつつあ

ります。 

(2）高効率金回収装置の開発 

生産技術部と共同で金の希薄溶液から高効率で金を回収する装置の開発に成功しました。特殊な濃縮装置

と当社独自の電解システムを組み合わせたものであり、パイロットプラントでの実証を終了し、ユーザー

に本格的な設備を納入しました。現在特許を出願しております。 

(3）海外プロジェクト技術支援 

  海外子会社の工場に対して技術支援を実施しました。特に上海朝日浦力環境科技有限公司においては、長

期的に技術指導を行い、その立上げに貢献しました。現在順調に生産活動を継続しております。 

(4）高性能分析装置の導入 

  新たに走査型電子顕微鏡－Ｘ線分析装置とＸ線回折装置を導入しました。前者については、微小領域の観

察と同時に元素の分布が測定できる装置であり、原料の分析や製品の品質管理に威力を発揮しております。

後者については、固体の結晶構造からその物質を同定するものであり、新規原料の性状や処理方法を検討

する上で有効であります。 

 

＜環境保全事業＞ 

(1）難分解性有機塩素化合物（ダイオキシン類）の無害化前処理技術の確立 

  難分解性有機塩素化合物を極限まで吸着・除去する前処理技術を確立し、市場性調査や立地候補の選定を

通してその事業性検討を継続しております。 

 

(2）電解水製造装置の開発（二水型アクアKSシリーズ） 

  次亜塩素酸を含む電解水が食品添加物として認可されたことにより、新たに食品添加物対応の電解水製造

装置を開発しました。ミネラルウォーター供給器の衛生管理用として着実に実績を積み重ねておりますが、

これと並行して従来の中性電解水も供給できる装置を開発し販売を開始しました。腐食や皮膚に対する刺

激の少ない中性水と食品添加物に対応した電解水の両方が使用できます。 

 



 

－  － 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、日本ケミテック㈱を子会社としたため、同社の本社工場が、新たに当社グルー

プの主要な設備となりました。当該設備の状況は以下のとおりです。 

帳簿価額（百万円） 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類

別セグメン

トの名称 

設備の 

内容 建物及び 

構築物 

機械装置及び

運搬具 

土地 

（面積千㎡）
その他 合 計 

従業員数

（人）

日本ケミ

テック㈱ 

本社工場 

（埼玉県川口市） 

環境保全 

事業 

産業廃棄物

処理 
393 46

253

(4)
50 743 

45

(2)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びソフトウェアであり、建設仮勘定を含んでおります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

 



 

－  － 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 86,000,000 

計 86,000,000 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成16年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成16年12月17日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 21,590,240 21,590,240 
東京証券取引所 
市場第一部 

－ 

計 21,590,240 21,590,240 － － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

①当社が商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 
中間会計期間末現在 

（平成16年９月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成16年11月30日） 

新株予約権の数（個） （注）１     6,515 6,460 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１、２  651,500 646,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３      806 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月17日 
至 平成20年６月16日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発
行価格および資本組入額（円） 

未定 同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社ま
たは子会社の取締役、監査役
または従業員の地位にあるこ
とを要す。ただし、任期満了
による退任、定年退職その他
正当な理由のある場合には、
当該退任または退職の日から
２年間は行使できるものとす
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。 

同左 

（注）１．平成15年６月17日開催の定時株主総会において決議された新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株

式の数はそれぞれ7,000個（上限）及び700,000株（上限）でありますが、退職等により平成16年９月30日

現在及び平成16年11月30日現在の数は上表のとおりとなっております。 

２．株式分割または株式併合が行われた場合は、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整しま

す。ただし、この調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的である

株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 



 

－  － 
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３．株式の分割または併合が行われた場合は、次の算式により譲渡価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとします。 

 １  

 
(調整後譲渡価額) ＝ (調整前譲渡価額) ×

分割・併合の比率  

 

②当社が商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

 
中間会計期間末現在 

（平成16年９月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成16年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 3,492 同左 

新株予約権の数（個） 800 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,558,241 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,365 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年８月２日 
至 平成20年９月15日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発
行価格および資本組入額（円） 

未定 同左 

新株予約権の行使の条件 
本新株予約権の一部行使はで
きない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成16年４月１日～ 
平成16年９月30日 

－ 21,590,240 － 2,737 － 4,310

 



 

－  － 
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(4）【大株主の状況】  平成16年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

寺山 満春 兵庫県芦屋市大原町12－23 2,468 11.43 

寺山 正道 神戸市東灘区甲南台４－18 2,218 10.27 

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 672 3.11 

花井 幸子 神戸市東灘区住吉山手９丁目12－17 647 2.99 

アサヒプリテック従業員持株会 神戸市中央区加納町４丁目４－17 625 2.89 

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 596 2.76 

満園 順一 神戸市東灘区住吉台40－１ 548 2.54 

満園 和美 神戸市東灘区住吉台40－１ 394 1.82 

寺山 順子 奈良県奈良市西千代ケ丘３丁目12－７ 315 1.46 

山根 晶子 兵庫県西宮市桜町１－43－303 315 1.46 

計 － 8,801 40.76 

 （注）１．当社は、自己株式1,394千株（商法第210条第１項の規定による定時株主総会の決議に基づき取得した株

式1,276千株を含む。）を保有しております。なお、当該株式は、商法第241条第２項の規定により議決

権を有しておりません。 

２．上記日本マスタートラスト信託銀行㈱及び日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式は、全て信

託業務に係る株式であります。 

 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 平成16年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,394,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式20,194,200 201,942 － 

単元未満株式 普通株式   1,740 － － 

発行済株式総数 21,590,240 － － 

総株主の議決権 － 201,942 － 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決数の数70個が含まれております。 

 



 

－  － 
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②【自己株式等】   平成16年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アサヒプリテック
㈱ 

神戸市東灘区魚崎
浜町21番地 

1,394,300 － 1,394,300 6.46 

計 － 1,394,300 － 1,394,300 6.46 

 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成16年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,459 1,539 1,490 1,460 1,350 1,415 

最低（円） 1,250 1,110 1,361 1,337 1,165 1,249 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 



 

－  － 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月

30日まで）及び当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに

前中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

 



 

－  － 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   1,729 4,503  3,141

２．受取手形及び売掛
金 

  2,279 3,111  2,264

３．たな卸資産   4,030 5,278  3,849

４．繰延税金資産   242 302  257

５．その他   140 180  45

貸倒引当金   △2 △4  △3

流動資産合計   8,419 32.3 13,371 41.8  9,555 35.2

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物及び構築物 ※２ 5,318 5,980 5,464 

(2）機械装置及び運
搬具 

 3,212 3,717 3,499 

(3）土地 ※２ 6,694 7,474 6,694 

(4）建設仮勘定  1,045 188 578 

(5）その他  327 16,598 338 17,699 279 16,516

２．無形固定資産    

(1）連結調整勘定  221 － 184 

(2）その他  429 650 399 399 491 675

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※２ 25 24 9 

(2）繰延税金資産  66 94 69 

(3）その他  335 378 337 

貸倒引当金  △15 412 △18 479 △16 400

固定資産合計   17,661 67.7 18,578 58.2  17,592 64.8

資産合計   26,080 100.0 31,949 100.0  27,148 100.0

           

 



 

－  － 
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前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛
金 

※２  1,110 1,701  1,179

２．短期借入金 ※４  2,330 2,545  2,180

３．一年内返済予定長
期借入金 

※２  733 876  1,009

４．未払法人税等   436 667  350

５．賞与引当金   453 467  451

６．その他   803 795  999

流動負債合計   5,868 22.5 7,053 22.1  6,170 22.7

Ⅱ 固定負債    

１．新株予約権付社債   － 3,492  －

２．長期借入金 ※２  629 938  1,335

３．退職給付引当金   89 89  70

４．役員退職慰労引当
金 

  161 161  161

５．繰延税金負債   － 110  －

６．連結調整勘定   － 76  －

固定負債合計   880 3.4 4,868 15.2  1,567 5.8

負債合計   6,748 25.9 11,921 37.3  7,737 28.5

    

（少数株主持分）    

少数株主持分   － － 11 0.0  － －

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   2,737 10.5 2,737 8.6  2,737 10.1

Ⅱ 資本剰余金   4,310 16.5 4,310 13.5  4,310 15.9

Ⅲ 利益剰余金   13,386 51.3 14,209 44.5  13,608 50.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  7 0.0 3 0.0  1 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定   △9 △0.0 △37 △0.1  △41 △0.2

Ⅵ 自己株式   △1,099 △4.2 △1,205 △3.8  △1,205 △4.4

資本合計   19,332 74.1 20,016 62.7  19,410 71.5

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  26,080 100.0 31,949 100.0  27,148 100.0

           

 



 

－  － 

 

(17) ／ 2006/02/10 14:35 (2006/02/10 14:35) ／ 391108_03_060_2k_04193807／第５－１中間連結財務諸表等／os2アサヒプリテック／半期.doc 

17

②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   16,844 100.0 22,074 100.0  35,897 100.0

Ⅱ 売上原価   14,902 88.5 19,431 88.0  31,758 88.5

売上総利益   1,942 11.5 2,643 12.0  4,138 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  969 5.7 1,040 4.7  1,909 5.3

営業利益   973 5.8 1,602 7.3  2,228 6.2

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  1 0 1 

２．受取配当金  0 0 0 

３．為替差益  2 1 1 

４．受取補償金  15 － 15 

５．受取賃貸料  － 3 － 

６．その他  9 28 0.1 10 16 0.0 17 36 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  14 17 27 

２．社債発行費  － 29 － 

３．その他  4 18 0.1 19 66 0.3 8 36 0.1

経常利益   983 5.8 1,551 7.0  2,228 6.2

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却
益 

 － － 11 

２．その他  － － － － － － 0 12 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※２ 58 47 395 

２．固定資産売却損 ※３ 0 0 0 

３．減損損失 ※５ － 58 0.3 48 96 0.4 － 395 1.1

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  924 5.5 1,455 6.6  1,845 5.1

法人税、住民税及
び事業税 

 411 641 859 

法人税等調整額  △2 409 2.4 △70 570 2.6 △16 843 2.3

少数株主利益   － － 2 0.0  － －

中間（当期）純利
益 

  515 3.1 882 4.0  1,002 2.8

           



 

－  － 
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  4,310 4,310  4,310

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

 4,310 4,310  4,310

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  13,160 13,608  13,160

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．中間（当期）純利益  515 515 882 882 1,002 1,002

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  269 262 533 

２．役員賞与  20 289 20 282 20 553

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

 13,386 14,209  13,608

   

 



 

－  － 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
(当期)純利益 

 924 1,455 1,845 

減価償却費  627 715 1,403 

減損損失  － 48 － 

固定資産除売却損益  58 47 394 

連結調整勘定償却額  36 11 73 

退職給付引当金の増
減額(減少:△) 

 △6 19 △25 

受取利息及び受取配
当金 

 △1 △0 △2 

投資有価証券売却益  － － △11 

支払利息  14 17 27 

売上債権の増加額  △148 △400 △133 

たな卸資産の増減額
(増加:△) 

 114 △1,417 295 

仕入債務の増加額  63 452 131 

未払金の増減額(減
少:△) 

 62 △91 75 

役員賞与の支払額  △20 △20 △20 

その他  △168 △251 △32 

小計  1,558 586 4,022 

利息及び配当金の受
取額 

 1 0 2 

利息の支払額  △13 △18 △28 

法人税等の支払額  △337 △350 △871 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,209 218 3,124 

 



 

－  － 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

差入保証金の返還に
よる収入 

 8 3 13 

連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取
得による支出 

 － △575 － 

有形固定資産の取得
による支出 

 △1,152 △953 △1,917 

有形固定資産の売却
による収入 

 0 20 0 

無形固定資産の取得
による支出 

 △34 △30 △206 

その他の支出  △38 △45 △64 

その他の収入  0 0 27 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,216 △1,581 △2,147 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額(減少:△) 

 100 187 △50 

長期借入金の借入に
よる収入 

 － － 1,500 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △447 △695 △965 

新株予約権付社債の
発行による収入 

 － 3,492 － 

自己株式の取得によ
る支出 

 △334 － △440 

配当金の支払額  △269 △262 △533 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △951 2,721 △490 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 △2 4 △33 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額(減少:△) 

 △960 1,361 452 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 2,689 3,141 2,689 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

※１ 1,729 4,503 3,141 

     
 



 

－  － 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

(株)三商 

(株)大門 

(株)エコマテリアル 

ASAHI G&S SDN.BHD. 

上海朝日浦力環境科技有限

公司 

(1）連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

(株)三商 

(株)大門 

(株)エコマテリアル 

日本ケミテック(株) 

総武環境整備(株) 

大松運輸(株) 

ASAHI G&S SDN.BHD. 

上海朝日浦力環境科技有限

公司 

日本ケミテック㈱並びにその

完全子会社である総武環境整

備㈱及び大松運輸㈱は、平成

16年４月２日における日本ケ

ミテック㈱の株式取得に伴い

当中間連結会計期間より、い

ずれも連結子会社となりまし

た。 

(1）連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

(株)三商 

(株)大門 

(株)エコマテリアル 

ASAHI G&S SDN.BHD. 

上海朝日浦力環境科技有限

公司 

 (2）非連結子会社 

該当事項はありません。 

(2）非連結子会社 

同左 

(2）非連結子会社 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社がな

いため、該当事項はありません。

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうちASAHI G&S 

SDN.BHD.及び上海朝日浦力環境科

技有限公司の中間決算日は、６月

30日であります。なお、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。 

同左  連結子会社のうちASAHI G&S 

SDN.BHD.及び上海朝日浦力環境科

技有限公司の決算日は、12月31日

であります。なお、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

 時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

 ③たな卸資産 

製品・仕掛品 

 後入先出法による原価

法（一部の製品について

は個別法による原価法）

③たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

③たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

 貯蔵品・原材料 

 最終仕入原価法 

貯蔵品・原材料 

同左 

貯蔵品・原材料 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は、定率法（ただし、平成

10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除

く）は定額法）を、また、

在外連結子会社は当該国の

会計基準の規定に基づく定

額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおり 

建物及び構築物 

３年～50年

機械装置及び運搬具 

２年～17年

(ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

(ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 

 ②無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は定額法を採用し、在外連

結子会社は所在地国の会計

基準に基づく定額法を採用

しております。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年

以内）に基づいておりま

す。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

 (ハ）繰延資産の処理方法 

───── 

(ハ）繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 支出時に全額費用として処

理しております。 

(ハ）繰延資産の処理方法 

───── 

 (ニ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、当社

及び国内連結子会社は一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しており

ます。また在外連結子会社

は主として特定の債権につ

いて回収不能見込額を計上

しております。 

(ニ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(ニ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 ②賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社

は、従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

同左 

 ③退職給付引当金 

 当社及び一部の国内連結

子会社は、従業員の退職給

付に充てるため、当連結会

計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額

等に基づき、当中間連結会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定率法に

よりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理して

おります。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

 当社及び一部の国内連結

子会社は、従業員の退職給

付に充てるため、当連結会

計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額

等に基づき計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定率法に

よりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理して

おります。 

 ④役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に

充てるため、当社の内規に

よる当連結会計年度末にお

ける要支給額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。

 なお、当社は平成14年６

月をもって、要支給額を凍

結しております。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に

充てるため、当社の内規に

よる当連結会計年度末にお

ける要支給額に基づき計上

しております。 

 なお、当社は平成14年６

月をもって、要支給額を凍

結しております。 

 (ホ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

 なお、在外子会社等の資産

及び負債、収益及び費用は、

中間決算日の直物為替相場に

より円換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しておりま

す。 

(ホ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準 

同左 

(ホ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産

及び負債、収益及び費用は、

決算日の直物為替相場により

円換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (へ）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(ヘ）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

(ヘ）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

 (ト）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

(ト）消費税等の会計処理 

同左 

 

(ト）消費税等の会計処理 

同左 

 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

同左 同左 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基

準 

─────  固定資産の減損に係る会計基

準(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)が平成16年３

月31日に終了する連結会計年度

に係る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、

当中間連結会計期間から同会計

基準及び同適用指針を適用して

おります。これにより税金等調

整前中間純利益は、48百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

───── 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 

 6,353百万円
  

 
 8,728百万円

  

 
 6,845百万円

  
※２．担保資産及び担保対応債務 

(1）資金調達に関するもの 

(イ）担保に供している資産 
 

建物及び構築物 18百万円

土地 168 

合計 187 
  

※２．担保資産及び担保対応債務 

取引に関するもの 

 投資有価証券のうち、1百万円は、買

掛金3百万円の担保に供しております。

※２．担保資産及び担保対応債務 

取引に関するもの 

 投資有価証券のうち、1百万円は、買

掛金3百万円の担保に供しております。

(ロ）担保資産に対応する債務   
 

一年内返済予定長
期借入金 

18百万円

長期借入金 19 

合計 37 
  

  

(2）取引に関するもの 

 投資有価証券のうち、1百万円は、買

掛金1百万円の担保に供しております。 

  

３．    ――――― ３．受取手形裏書高は、33百万円でありま

す。 

３．    ――――― 

※４．当座貸越契約 

 当社及び連結子会社（株式会社三商）

は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行３行と当座貸越契約を締結して

おります。これら契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

※４．当座貸越契約 

 当社及び連結子会社（株式会社三商、

日本ケミテック株式会社）は、運転資金

の効率的な調達を行うため取引銀行４行

と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

※４．当座貸越契約 

 当社及び連結子会社（株式会社三商）

は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行３行と当座貸越契約を締結して

おります。これら契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 
当座貸越極度額 2,430百万円

借入実行残高 630 

差引額 1,800 
  

 
当座貸越極度額 3,430百万円

借入実行残高 1,180 

差引額 2,250 
  

 
当座貸越極度額 2,430百万円

借入実行残高 680 

差引額 1,750 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。
 

役員報酬 49百万円

給料手当 196 

賞与引当金繰入額 59 

法定福利費 49 

福利厚生費 18 

賃借料 54 

電算機費 38 

旅費交通費 14 

研究開発費 243 

減価償却費 99 
  

 
役員報酬 69百万円

給料手当 215 

賞与引当金繰入額 53 

法定福利費 41 

福利厚生費 19 

賃借料 46 

電算機費 41 

旅費交通費 25 

研究開発費 193 

減価償却費 99 
  

 
広告宣伝費 8百万円

役員報酬 94 

給料手当 379 

賞与 75 

賞与引当金繰入額 56 

法定福利費 77 

福利厚生費 31 

賃借料 101 

研究開発費 471 

減価償却費 201 
  

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 
 

建物及び構築物 38百万円

機械装置及び運搬具 17 

工具器具備品 2 
  

 
建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 33 

工具器具備品 9 

ソフトウェア 1 
  

 
建物及び構築物 55百万円

機械装置及び運搬具 335 

工具器具備品 3 
  

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 
 

機械装置及び運搬具 0百万円
  

 
機械装置及び運搬具 0百万円

工具器具備品 0 

電話加入権 0 
  

 
機械装置及び運搬具 0百万円

  

 ４．税額計算及び税効果会計 

 当中間連結会計期間における税額計算

については、特別償却準備金を利益処分

により計上及び取り崩したものとみなし

て計算しており、これに対して税効果会

計を適用しております。 

 ４．税額計算及び税効果会計 

同左 

 ４．    ――――― 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※５．    ───── ※５．減損損失 

  当社グループは資産のグループ化におい

て、事業用資産については、事業の種類別

セグメント毎に、賃貸資産については物件

毎にグルーピングしております。 

  当中間連結会計期間において、当社グル

ープは以下の資産について減損損失を計上

しました。 

※５．    ───── 

 
 

場所 用途 種類 

賃貸不動産
(大阪市城東

区) 
賃貸 

建物及び借
地権 

  

 

   上記については、資産の時価が大幅に下

落したため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失(48百万円)

として特別損失に計上しました。 

  その内訳は建物19百万円、借地権29百万

円であります。 

  なお、賃貸不動産の回収可能価額は正味

売却価額により測定しておりますが、重要

性が乏しいため、建物については固定資産

税評価額を基礎に、借地権については路線

価を基礎に測定しております。 
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   （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成15年９月30日現在） （平成16年９月30日現在） （平成16年３月31日現在）
 

現金及び預金勘定 1,729百万円

現金及び現金同等物 1,729 
  

 
現金及び預金勘定 4,503百万円

現金及び現金同等物 4,503 
  

 
現金及び預金勘定 3,141百万円

現金及び現金同等物 3,141 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

172 82 89 

有形固定資産
（その他） 

62 47 14 

無形固定資産
（その他） 

26 19 6 

合計 260 150 110 

  

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

200 74 126

有形固定資産
（その他） 

32 9 22

無形固定資産
（その他） 

5 1 3

合計 238 86 152

  

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

195 99 95

有形固定資産
（その他） 

43 16 27

無形固定資産 
（その他） 

5 0 4

合計 243 116 126

  
(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 44百万円

１年超 71 

合計 116 
  

 
１年内 44百万円

１年超 112 

合計 156 
  

 
１年内 41百万円

１年超 89 

合計 131 
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
 

支払リース料 26百万円

減価償却費相当額 24 

支払利息相当額 2 
  

 
支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 24 

支払利息相当額 2 
  

 
支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 50 

支払利息相当額 4 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
 

１年内 25百万円

１年超 67 

合計 92 
  

 
１年内 38百万円

１年超 94 

合計 133 
  

 
１年内 30百万円

１年超 86 

合計 117 
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（有価証券関係） 

 

前中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 12 25 12 

合計 12 25 12 

 （注） 株式の減損処理にあたり、時価が著しく下落したと判断するための合理的な基準としては「取得原価と比

較して30％以上の下落」を適用することとしております。なお、当中間連結会計期間において、該当はあ

りません。 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

該当ありません。 

 

当中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 11 19 7 

合計 11 19 7 

 （注） 株式の減損処理にあたり、時価が著しく下落したと判断するための合理的な基準としては「取得原価と比

較して30％以上の下落」を適用することとしております。なお、当中間連結会計期間において、該当はあ

りません。 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 5 

合計 5 

 

前連結会計年度末（平成16年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 7 9 2 

合計 7 9 2 

 （注） 株式の減損処理にあたり、時価が著しく下落したと判断するための合理的な基準としては「取得原価と比

較して30％以上の下落」を適用することとしております。なお、当連結会計年度において、該当はありま

せん。 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

該当ありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

 デリバティブ取引の前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末における残高がな

いため、該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

 
貴金属リサイ
クル事業 
（百万円） 

環境保全事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 13,069 3,775 16,844 － 16,844

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － －

計 13,069 3,775 16,844 － 16,844

営業費用 12,216 2,846 15,062 808 15,871

営業利益 853 928 1,781 (808) 973

 

当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 
貴金属リサイ
クル事業 
（百万円） 

環境保全事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 17,645 4,428 22,074 － 22,074

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － －

計 17,645 4,428 22,074 － 22,074

営業費用 16,404 3,298 19,702 769 20,471

営業利益 1,241 1,130 2,371 (769) 1,602
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前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 
貴金属リサイ
クル事業 
（百万円） 

環境保全事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 28,219 7,677 35,897 － 35,897

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － －

計 28,219 7,677 35,897 － 35,897

営業費用 26,430 5,641 32,072 1,595 33,668

営業利益 1,789 2,035 3,824 (1,595) 2,228

 （注）(1）製品（商品及び役務を含む）の種類、性質の類似性を考慮し事業区分を行っております。 

(2）各事業の内容 

・貴金属リサイクル事業：主として貴金属原材料の回収・再生・加工・販売及び貴金属回収装置の製造・

販売・賃貸 

・環境保全事業：主として産業廃棄物の無害化処理 

(3）「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会
計期間 

当中間連結会
計期間 

前連結会計年
度 

主な内容 

消去又は全社の項目に含め
た配賦不能営業費用の金額
（百万円） 

808 769 1,595
当社の総務部・人事部・経理部等、
一般管理部門に係る費用 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年４

月１日 至平成16年９月30日）、前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年４

月１日 至平成16年９月30日）、前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 951.02 991.14 960.15 

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

25.09 43.70 48.20 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

25.08 42.30 48.04 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間(当期)純利益（百万円） 515 882 1,002 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 20 

(うち利益処分による役員賞与金) (－) (－) (20)

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万

円) 
515 882 982 

期中平均株式数（千株） 20,538 20,195 20,378 

    

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益 
   

中間(当期)純利益調整額(百万円) － 0 － 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (－) (0) (－)

（うち事務手数料（税額相当額控除

後）） 
(－) (0) (－)

普通株式増加数（千株） 5 684 66 

（うち自己株式取得方式によるストック

オプション） 
(5) (263) (66)

（うち新株予約権付社債） (－) (420) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

平成12年６月26日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（自己株式取得方式） 

 普通株式   84千株

───── 平成12年６月26日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（自己株式取得方式） 

 普通株式   84千株

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  1,340 3,968 2,823 

２．受取手形  39 46 41 

３．売掛金  1,980 2,410 1,918 

４．たな卸資産  4,029 5,259 3,830 

５．繰延税金資産  234 294 246 

６．その他  117 179 50 

貸倒引当金  △1 △2 △2 

流動資産合計   7,741 31.3 12,156 40.5  8,910 34.0

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物  4,611 4,900 4,795 

(2）機械及び装置  3,082 3,427 3,381 

(3）土地  5,960 6,157 5,960 

(4）建設仮勘定  1,036 78 534 

(5）その他  705 636 620 

計  15,397 15,201 15,293 

２．無形固定資産  425 368 485 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※２ 24 12 8 

(2）繰延税金資産  41 71 46 

(3）その他  1,119 2,204 1,516 

貸倒引当金  △14 △3 △16 

計  1,170 2,284 1,554 

固定資産合計   16,994 68.7 17,854 59.5  17,333 66.0

資産合計   24,736 100.0 30,011 100.0  26,243 100.0
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前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金 ※２ 1,032 1,548 1,074 

２．短期借入金 ※５ 1,750 1,800 2,000 

３．一年内返済予定長
期借入金 

 602 749 878 

４．未払法人税等  402 631 315 

５．賞与引当金  440 444 439 

６．その他 ※４ 766 613 954 

流動負債合計   4,992 20.2 5,787 19.3  5,661 21.6

Ⅱ 固定負債    

１．新株予約権付社債  － 3,492 － 

２．長期借入金  253 690 1,025 

３．退職給付引当金  77 77 58 

４．役員退職慰労引当
金 

 161 161 161 

固定負債合計   491 2.0 4,420 14.7  1,244 4.7

負債合計   5,484 22.2 10,208 34.0  6,905 26.3

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   2,737 11.1 2,737 9.1  2,737 10.4

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  4,310 4,310 4,310 

資本剰余金合計   4,310 17.4 4,310 14.4  4,310 16.4

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  228 228 228 

２．任意積立金  11,559 11,937 11,559 

３．中間（当期）未処
分利益 

 1,507 1,791 1,707 

利益剰余金合計   13,296 53.7 13,958 46.5  13,495 51.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  7 0.0 3 0.0  0 0.0

Ⅴ 自己株式   △1,099 △4.4 △1,205 △4.0  △1,205 △4.6

資本合計   19,251 77.8 19,803 66.0  19,337 73.7

負債・資本合計   24,736 100.0 30,011 100.0  26,243 100.0
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   15,985 100.0 20,308 100.0  34,125 100.0

Ⅱ 売上原価   14,224 89.0 18,098 89.1  30,350 88.9

売上総利益   1,761 11.0 2,210 10.9  3,774 11.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  845 5.3 806 4.0  1,671 4.9

営業利益   915 5.7 1,403 6.9  2,103 6.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  28 0.2 16 0.1  35 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  9 0.1 45 0.2  20 0.1

経常利益   935 5.8 1,375 6.8  2,118 6.2

Ⅵ 特別利益 ※３  － － － －  11 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4,7  58 0.3 95 0.5  395 1.1

税引前中間（当
期）純利益 

  876 5.5 1,280 6.3  1,734 5.1

法人税、住民税及
び事業税 

 379 609 786 

法人税等調整額  △1 378 2.4 △74 535 2.6 △14 772 2.3

中間（当期）純利
益 

  498 3.1 745 3.7  961 2.8

前期繰越利益   1,009 1,046  1,009

中間配当額   － －  264

中間（当期）未処
分利益 

  1,507 1,791  1,707
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

 後入先出法による原価法

（一部の製品については個別

法による原価法） 

(3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

 貯蔵品・原材料 

 最終仕入原価法 

貯蔵品・原材料 

同左 

貯蔵品・原材料 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法） 

 取得価額が100千円以上200千

円未満の資産（少額減価償却資

産）については３年均等償却 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおり 

建物      ３年～50年

機械及び装置  ２年～17年

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年以内）に基づ

いております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

３．繰延資産の処理方法 ───── 社債発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

───── 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定率法によりそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理して

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定率法によりそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理して

おります。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に充て

るため、内規による当事業年度

末における要支給額に基づき、

当中間会計期間末において発生

していると認められる額を計上

しております。 

 なお、平成14年６月をもっ

て、要支給額を凍結しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく期末現在

の要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、平成14年６月をもっ

て、要支給額を凍結しておりま

す。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基 

準 

─────  固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31

日)が平成16年３月31日に終了す

る事業年度に係る財務諸表から適

用できることになったことに伴

い、当中間会計期間から同会計基

準及び同適用指針を適用しており

ます。これにより税引前中間純利

益は、48百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

───── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 

 6,154百万円
  

 
 6,910百万円

  

 
 6,510百万円

  
※２．担保資産及び担保対応債務 

 取引に関するもの 

 投資有価証券のうち、1百万円は、

買掛金1百万円の担保に供しておりま

す。 

※２．担保資産及び担保対応債務 

 取引に関するもの 

 投資有価証券のうち、1百万円は、

買掛金3百万円の担保に供しておりま

す。 

※２．担保資産及び担保対応債務 

 取引に関するもの 

 投資有価証券のうち、1百万円は、

買掛金3百万円の担保に供しておりま

す。 

 ３．債務保証 

 次の関係会社の金融機関からの借入及

びリース債務に対して、債務保証を行っ

ております。 

 ３．債務保証 

 次の関係会社の金融機関からの借入及

びリース債務に対して、債務保証を行っ

ております。 

 ３．債務保証 

 次の関係会社の金融機関からの借入及

びリース債務に対して、債務保証を行っ

ております。 

(1）借入債務 (1）借入債務 (1）借入債務 
 

㈱大門 775百万円

㈱三商 275 

合計 1,050 
  

 
㈱大門 303百万円

㈱三商 154 

㈱エコマテリアル 65 

日本ケミテック㈱ 500 

合計 1,023 
  

 
㈱大門 339百万円

㈱三商 254 

合計 593 
  

(2）リース債務 (2）リース債務 (2）リース債務 
 

㈱大門 5百万円

㈱エコマテリアル 1 

合計 7 
  

 
㈱エコマテリアル 0百万円

合計 0 
  

 
㈱大門 3百万円

㈱エコマテリアル 1 

合計 4 
  

※４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４．消費税等の取扱い 

同左 

※４．    ───── 

※５．当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

※５．当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

※５．当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 
 

当座貸越極度額 2,200百万円

借入実行残高 450 

差引額 1,750 
  

 
当座貸越極度額 2,700百万円

借入実行残高 500 

差引額 2,200 
  

 
当座貸越極度額 2,200百万円

借入実行残高 500 

差引額 1,700 
  

 



－  － 

 

(41) ／ 2006/02/10 14:36 (2006/02/10 14:35) ／ 391108_03_110_2k_04193807／第５－６中間財務諸表作成／os2アサヒプリテック／半期.doc 

41

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．    ───── ※１．営業外収益のうち主要なもの 
 

受取補償金 15百万円
  

 
 

  

 
受取補償金 15百万円

  
※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
 

支払利息 7百万円
  

 
社債発行費 29百万円

支払利息 9 
  

 
支払利息 14百万円

  

※３．    ───── ※３．    ───── ※３．特別利益のうち主要なもの 

 
 

 
  

 
投資有価証券売却益 11百万円

  
※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 
 

建物除却損 33百万円

機械及び装置除却損 17 
  

 
減損損失 48百万円

機械及び装置除却損 33 
  

 
機械及び装置除却損 335百万円

建物除却損 53 
  

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
 

有形固定資産 502百万円

無形固定資産 82 
  

 
有形固定資産 536百万円

無形固定資産 97 
  

 
有形固定資産 1,116百万円

無形固定資産 191 
  

 ６．税額計算及び税効果会計 

 当中間会計期間における税額計算につ

いては、特別償却準備金を利益処分によ

り計上及び取り崩したものとみなして計

算しており、これに対して税効果会計を

適用しております。 

 ６．税額計算及び税効果会計 

同左 

 ６．    ───── 

※７．    ───── ※７．減損損失 

 当社は資産のグループ化において、事

業用資産については、事業の種類別セグ

メント毎に、賃貸資産については物件毎

にグルーピングしております。 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産について減損損失を計上しまし

た。 

※７．    ───── 

 
 

場所 用途 種類 

賃貸不動産
(大阪市城東

区) 
賃貸 

建物及び借
地権 

  

 

  上記については、資産の時価が大幅に

下落したため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（48

百万円）として特別損失に計上しまし

た。 

 その内訳は建物19百万円、借地権29百

万円であります。 

 なお、賃貸不動産の回収可能価額は正

味売却価額により測定しておりますが、

重要性が乏しいため、建物については固

定資産税評価額を基礎に、借地権につい

ては路線価を基礎に測定しております。
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

(有形固定資産)   
その他 86 54 32 

無形固定資産 21 19 1 

合計 107 73 33 

  

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

(有形固定資産)
その他 85 24 61

無形固定資産 ─ ─ ─

合計 85 24 61

  

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

(有形固定資産)  
その他 75 26 49

無形固定資産 ─ ─ ─

合計 75 26 49

  
(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 14百万円

１年超 20 

合計 34 
  

 
１年内 15百万円

１年超 45 

合計 61 
  

 
１年内 13百万円

１年超 36 

合計 50 
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
 

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 11 

支払利息相当額 0 
  

 
支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 7 

支払利息相当額 0 
  

 
支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 21 

支払利息相当額 0 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 
 

１年内 21百万円

１年超 67 

合計 88 
  

 
１年内 36百万円

１年超 94 

合計 131 
  

 
１年内 29百万円

１年超 86 

合計 116 
  

 



－  － 

 

(43) ／ 2006/02/10 14:36 (2006/02/10 14:36) ／ 391108_03_120_2k_04193807／第５－７中間リース取引／os2アサヒプリテック／半期.doc 

43

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 

 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

(2）【その他】 

平成16年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………    262百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………    13円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生及び支払開始日……………平成16年12月３日 

 （注）平成16年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し、

中間配当金を支払っております。 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第41期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）平成16年６月18日近畿財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成16年６月22日近畿財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第１号（新株

予約権付社債の発行）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(3）臨時報告書の訂正報告書 

 平成16年６月24日近畿財務局長に提出。 

 平成16年６月22日に提出した臨時報告書の記載事項の一部を訂正するための訂正報告書であります。 

 平成16年６月28日近畿財務局長に提出。 

 平成16年６月22日に提出した臨時報告書の記載事項の一部を訂正するための訂正報告書であります。 

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年３月31日）平成16年４月１日近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年４月30日）平成16年５月６日近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成16年５月１日 至 平成16年５月31日）平成16年６月４日近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年６月17日）平成16年６月21日近畿財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 

 










	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】 
	第１【企業の概況】 
	１【主要な経営指標等の推移】 
	２【事業の内容】 
	３【関係会社の状況】 
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】 
	１【業績等の概要】 
	２【生産、受注及び販売の状況】 
	３【対処すべき課題】 
	４【経営上の重要な契約等】 
	５【研究開発活動】 

	第３【設備の状況】 
	１【主要な設備の状況】 
	２【設備の新設、除却等の計画】 

	第４【提出会社の状況】 
	１【株式等の状況】 
	(1）【株式の総数等】 
	(2）【新株予約権等の状況】 
	(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 
	(4）【大株主の状況】
	(5）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】 
	３【役員の状況】 

	第５【経理の状況】 
	１【中間連結財務諸表等】 
	(1）【中間連結財務諸表】 
	(2）【その他】 

	２【中間財務諸表等】 
	(1）【中間財務諸表】 
	(2）【その他】 


	第６【提出会社の参考情報】 

	第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
	［中間監査報告書］



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /sRGB
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /SyntheticBoldness 1.00
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Preserve
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for high quality pre-press printing. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later. These settings require font embedding.)
    /FRA <>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee575284e8e9ad88d2891cf76845370524d6253537030028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f0030028fd94e9b8bbe7f6e89816c425d4c51655b574f533002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c9069752865bc9ad854c18cea76845370524d521753703002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f300290194e9b8a2d5b9a89816c425d4c51655b57578b3002>
    /JPN <>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




